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はじめに

 総務省政策統括官（統計制度担当）では、デジタル化を含む「公的統計基本
計画」などの様々な政府決定による各府省の取組を取りまとめ。統計局で
は、統計に関する各府省共通の情報システムの整備を推進。

 今回の部会では、公的統計のデジタル化に関して、総務省を始めとする各
府省の取組状況や、デジタル化の現状などを報告

 報告の構成

１ 公的統計基本計画の概要
２ 統計に関する各府省共通システムの概要
３ 統計研修におけるデジタル化の推進
４ オンライン調査の推進
５ 多様な情報源の活用
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【第Ⅳ期基本計画の内容】
◎「総合的な品質の高い公的統計」の適時かつ確実な提供
・社会経済の変化に的確に対応する公的統計の府省横断的整備の推進
・統計の国際比較可能性向上
・ユーザー視点に立った統計データの利活用促進
・品質の高い統計の作成のための基盤整備
・デジタル技術や多様な情報源の活用による正確かつ効率的な統計の作成
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１ 公的統計基本計画の概要

第１回デジタル部会資料２「公的統計のデジタル化への対応の現状」より抜粋

 おおむね５年ごとに、政府全体として公的統計の整備を推進するため、統計委員会
及び国民の意見を聴いた上で閣議決定（統計法第４条）

 現行の第Ⅳ期基本計画（令和５年３月閣議決定）は令和５年度～９年度の５年間を対
象

 フォローアップ：毎年、基本計画の推進状況を取りまとめて公表。統計委員会に報
告・審議



調査実施
・情報収集

（調査票配付・収集、
集計データ収集）

審査・集計

結果公表
・情報提供

調査企画

（調査設計・人材）

■ デジタル経済の実態把握

■ 業務デジタル化の前提となる業務マニュアルの整備・
標準化等

■ 人材育成

■ オンライン調査の推進(P6-8,15-17,22-27)
・政府共通オンライン回答システム
（ｅ－Ｓｕｒｖｅｙ）の改修
・個別統計調査におけるｅ－Ｓｕｒｖｅｙの
積極的導入

・オンライン回答率向上

■ デジタルデバイドへの配慮
■ 行政記録情報、ビッグデータの活用(P18-

20,28-33)
・ＰＯＳデータ、ウェブスクレイピング等の
更なる活用

・個別の行政記録情報等の活用(土地基本調査、農業
経営統計調査等)

・ビッグデータの活用・検証

■統計ユーザーの利便性向上、統計利活用の推進、
デジタルの有効活用(P9-14)
・政府統計のポータルサイト（ｅ－Ｓｔａｔ）の改善
・デジタル技術を活用した調査票情報の安全な
利活用

・人材育成
・データの復元可能性を高めるための情報の永年
保存化

■統計作成の効率化・正確性向上
・デジタル技術を活用した集計プロセスの改善

公的統計基本計画（令和５年３月28日閣議決定）

におけるデジタル関係項目

統計作成の
プロセス

・汎用的な集計ツールの開発の検討及び各府省への提供、当該集計ツールの活用方法
や、システム整備の外注管理等に関する研修の開始（総務省）

・集計システムの仕様の見える化、汎用的な集計ツールの活用等による集計システム
全般の改善、システムを用いたエラーチェック等、データ審査のデジタル化推進
（各府省）

・業務のデジタル化の前提となる業務プロセスの可視化、業務マニュアルの整備と
統計作成プロセスの標準化の推進

・デジタル技術を活用した、業務マニュアルの更新状況の管理、効率的な更新・保存
の在り方や関係者間のコミュニケーションの効率化等の検討

・国民経済計算体系（JSNA）において、経済のデジタル化の影響を的確に把握する
ための方策検討

・電子商取引の拡大など経済のデジタル化等の実態について、必要なデータを把握
するための新たな枠組み検討

・電子調査票の形式の多様化（企業等の情報システム、セキュリティ、業務体制等に
応じた柔軟な回答記入への対応）

・オンライン調査システムへのコミュニケーション機能（疑義照会等）の実装
・今後５年間で、基幹統計調査における回答数に占めるオンライン回答数の割合を、
企業系で８割以上、世帯系で５割以上を目指して、システムの改善等に取り組む。

・オンライン回答が困難な報告者への対応、オンライン回答への協力要請や督促等
を担う統計調査員の確保や研修

・デジタル技術やコールセンターを活用した統計調査員の支援とその取組状況の
府省間での情報共有

・各種統計データの登録推進、API機能への対応、統計調査の概要等統計を利用する
際に必要な情報登録促進 等

・オンサイト施設及び取扱可能な統計調査の拡充、研究室端末から調査票情報を
利活用できるリモートアクセス実験等の検討 等

・地方支分部局や地方公共団体の職員も含めたオンライン研修の充実 等

・ビッグデータの利活用に関する実証研究等の実施、
ビッグデータ・ポータルの整備 等

・POSデータ、ウェブスクレイピングデータ、行政記録情報等の各種デジタル
データの個別統計への活用の検討 等

１ 公的統計基本計画の概要・・・公的統計基本計画におけるデジタル化の推進
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本日の統計局・政策統括官の説明対象

第１回デジタル部会資料２「公的統計のデジタル化への対応の現状」より抜粋



デジタル技術や多様な情報源の活用などによる正確かつ効率的な統計の作成
調査環境の変化等に適切に対応しつつ、デジタル技術の進化やデータ利活用に係る環境の進展等を踏まえ、統計調査や統計作

成方法の効率化・報告者の負担軽減に取り組むとともに、より正確な統計の作成を目指す。その際、効率化・報告者の負担軽減

は、報告者のためのみならず、回収率の向上による精度向上等を通じて、統計ユーザー等のためになるという意識を持って対応

する。

特に、統計調査や統計作成に、新たなデジタル技術を効果的に導入していく。オンライン調査については、導入率は約９割に

達しているにもかかわらず、実際の利用率が低迷しており、今後の５年間で、基幹統計調査における回答数に占めるオンライン

による回答数の割合（オンライン回答率）を、企業系調査では８割以上、世帯系調査では５割以上を目指して、システムの改善

等に取り組む。

公的統計の整備におけるデジタル化への対応
社会経済のデジタル化に対応するため、公的統計には、デジタル経済の実態把握、デジタル技術を活用した報告者の負担軽減

と統計ユーザーの利便性向上、デジタル技術による統計作成の効率化・正確性向上と新たな統計の作成、デジタル化対応が困難

な報告者への配慮など様々な観点からの対応が求められている。

（参考）オンライン回答の推進に関する統計委員会における答申

国の統計調査において、オンライン回答が推進されている趣旨は、オンラインによる回答を可とすることで、回答方法の多様性を確保し、報告者

負担の軽減や調査の効率化を図り、ひいては、調査全体としての回収率の向上を目的とするものであって、オンライン回答率の向上のみを目的とす

るものでない。特に、本調査の場合、調査事項が多岐にわたり、経営や栽培の細部にかかる情報が必要となる項目もあるため、全ての調査項目をオ

ンラインで回答するのは難しく、多くの報告者にとっては、紙の調査票を用いて、記入可能な調査事項から順次報告者の都合の良いタイミングで記

入する方が回答の負担が少ないのが現状である。（令和３年７月30日 「農業経営統計調査の変更について」より）

第IV期基本計画（令和５年３月28日閣議決定）オンライン推進関連記載抜粋

１ 公的統計基本計画の概要・・・オンライン調査の推進

 統計作成においては、（報告者の負担軽減による回収率向上等を通じて）より正確な統
計を目指すこととされているところ

 オンライン回答の促進を目指して、システムの改善等の取り組みが行われるなど、

デジタル化対応が困難な報告者にも配慮しつつ、各府省で取り組みを推進中
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 各府省がそれぞれ整備していた統計関係のシステムを集約し、政府全体で共用する
ためのシステムとして「政府統計共同利用システム」を整備し、業務の効率化を実現
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２ 政府統計共同利用システムの概要

※「政府統計共同利用システム」は平成20年度から運用を開始しており、現在は「第Ⅳ期システム」として運用中。
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２ ｅ-Ｓｕｒｖｅｙの概要

 e-Surveyは、政府が実施する各種統計調査において、インターネットでの回答を可能とした
高いセキュリティを確保したシステム

 e-Surveyの利便性向上のため、様々な機能改修等を実施し、オンライン回答の拡大に貢献

調査客体 都道府県 市区町村

調査実施機関（各府省）政府統計共同利用システム オンライン調査システム

政府統計オンライン調査総合窓口（e-Survey） 利用機関総合窓口

調査客体は、調査実施機関から配布された「調査対象者ID」を用
いてe-surveyにログインし回答。調査回答期限や複数回回答の可
否等は調査実施機関が設定可能。

調査客体から回答のあった回答データについて、審査機関で
ある各府省、地方公共団体が審査等を実施。必要に応じて回
答の訂正を行う。審査機関による代行入力も可能。

個別の
集計用

システム等
(各府省が
整備)

データ
連携
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２ ｅ-Ｓｕｒｖｅｙの利便性向上①

電子調査票の多様化、外部ファイ
ル取り込み機能の実装による回答
負担軽減方策など、回答方式を多
様化し、回答者負担の軽減を図る
ことで、オンライン回答を更に促
進し、精度向上に寄与。

回答方式の多様化による
回答負担の軽減

コミュニケーション機能
などの提供

従来、電話などで行われて
いた疑義照会などをシステ
ム内で行えるコミュニケー
ション機能などを提供する
ことで、オンライン回答の
メリットを強化。

従来、紙やメールで行って
いたアンケート調査や地方
自治体に対する調査に対し
ても、政府統計共同利用シ
ステムを活用した安全で簡
易に実施できるオンライン
調査環境を提供することで、
これらのデジタル化・可視
化を促進。

安全で簡易なオンライン
調査環境の提供
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２ ｅ-Ｓｕｒｖｅｙの利便性向上②

パスワード候補の自動表示機能に
よる回答負担の軽減

スマートフォンからオンライン回答
する際、QRコードを読み取ること
で、政府統計コード、調査対象者
IDを自動で入力。
現行の政府統計コード自動入力に加
えて新たに実装されることで、オン
ライン回答時の負担をより軽減。

スマートフォン対応の強化

パスワード候補が自動
表示されるので、「こ
のパスワードを採用す
る」クリック

初期パスワード変更時、パスワード候
補を自動的に表示・入力を行うことで、
調査対象者のオンライン回答時の負担
を軽減。

入力欄に
自動入力される

政府統計コード、
調査対象者IDが自
動で入力される
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２ 政府統計の総合窓口（e-Stat）の概要

 統計データを利活用するための公的統計利活用ツールやデータ利用方法を紹介

 政府統計の総合窓口（e-Stat）は、各府省が公表する統計データを一つにまとめ、
統計データの検索や地図上への表示など、統計を利用する上で必要な機能を備え
た政府統計のポータルサイト

【統計データを探す】

e-Statの基本機能。目的とする統計
データを探し、表・グラフの表示、ダ
ウンロードが可能

【統計データを活用する】

統計データをより便利に使えるよう、
グラフ、地図、地域に特化した機能を
提供

【統計データの高度利用等】

統計データをより高度に利用する
ため、統計ミクロデータ、開発者向
けの機能・情報を掲載

年間１億回以上の
アクセス

（令和５年度実績）

※政府統計7３１統計を収録
(令和６年１１月現在)
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２ AI技術等を活用した検索機能の向上

 政府統計の総合窓口（e-Stat）の検索について、AIを活用した新しい検索手法を
用いて検索精度の向上等を図る。

e-Statデータ
（Solr）

メタ拡張データ

＋

キーワード検索用
ファイル

e-Statデータ
（Solr）

メタ拡張データ

＋

①メタデータの拡張

データベースの
ベクトル化

（②ベクトル検索用）

ユーザ 検索画面

検索キーワードのベクトル化
（②ベクトル検索用）

②ベクトル検索
（類似度計算）

③キーワード検索
（スコアリング修正）

④検索クエリ変換
⑤関連データ表示

入力ワードの正規化

検索結果送信

検索結果送信

ログデータ
（Solr）

関連データ検索
（⑤関連データ表示）

①メタデータの拡張 ②ベクトル検索 ③キーワード検索
④検索クエリ変換 ⑤関連データ表示

（e-Stat検索性向上のスコープ）

最新のＡＩ技術の活用を想定
（メタデータ作成、ベクトル変換・・・）

②ベクトル検索用
ファイル

検索精度の向上等のための機能改善・機能導入の観点
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２ 地図で見る統計（jSTAT MAP）の概要

 「政府統計の総合窓口(e-Stat)」の一機能として、統計地図の作成や利用者のニー
ズに沿った地域分析が可能となるような機能を有している統計地理情報システム

数字だけでは読み取り難い地域の
動向も、地図上に色分け表示する
ことにより、様々な状況を可視化

【jSTAT MAPの主な４つの機能】
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２ 地図で見る統計（jSTAT MAP）の利便性向上

 地図で見る統計（jSTAT MAP）において、利活用推進のためのコンテンツを作成

 地域や統計データなどを設定する操作を経ずとも、ＵＲＬのパラメータに条件を指定
することで、統計地図がセットされた状態で画面を表示する機能等の提供を図る。

簡単に統計グラフ地図が表示

統計グラフ地図表示用URLを入力 １回の操作で統計グラフ地図が表示

簡易な条件のみ（統計表・地域）を指定

統計表、指標・項目、表示地域をパラメータで指定

 「簡単に地図で見る」機能

 「統計グラフパラメータ取得」機能

（jSTAT MAPのパラメータを用いて、利用者が任意のURLを生成し、統計グラフ地図を作成する機能）

（スマートフォン・タブレットから簡単に統計グラフを作成する機能）
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２ 調査票情報の二次的利用業務のデジタル化

 調査票情報の二次的利用は、公益性のある学術研究等に活用されているが、申出内容の確認
など申出者とのやりとり、提供情報の作成、提供環境の準備など様々な業務が必要となり、調
査票情報の利用申出から提供までに時間がかかるケースもある。このため、利用申出窓口を共
通化し、業務のデジタル化を行うことにより、業務を効率化し、利用環境の安全性確保、調査票
情報の提供早期化、各府省の負担軽減等を実現すべく、各府省と協力して準備中

自身の研究室等

 調査票情報の利用申出にあたり、Web上で完結する簡易な申出手続を導入
 事前相談期間における手続・審査方法の標準化・効率化、提供準備期間における
提供データ作成の自動化等により大幅な期間の短縮を実現

 利用者自身の拠点からの「リモートアクセス」での調査票情報の提供を実現

＜利用申出手続のデジタル化、リモートアクセスの実装イメージ＞

調査票情報

政府統計共同利用システム

miripo 利用機関総合窓口

研究者等

①利用申出

提供データ抽出

仮想PC作成

②通知

内容審査・承諾③結果登録

順次
統計
データ
を寄託

自動化④仮想環境払い出し

⑤リモート
アクセス

インター
ネット

希望する
データを取得

♪

各府省

寄託データ作成
統計センター



３ 統計研修におけるデジタル化の推進

 統計研修において、従来から実施している対面形式で行う「集合研修」に加え、集合研修を同
時配信し、リモートで受講できる「ライブ配信研修」や、専用サイトにアクセスしてeラーニング
形式で受講する「オンライン研修」を導入し、修了者数が大幅に増加

 「オンライン研修」は、現在14講座まで増加。引き続きデジタル化を推進

研修の受講形態

統計研修修了者数の推移

オンライン
研修導入

ライブ配信
研修導入

合計：
12,041

14



オンライン調査の導入状況

15

４ オンライン調査の推進

過去４年間のオンライン調査導入状況

統計調査数
（令和５年12月末現在） オンライン調査

導入統計調査数
オンライン調査
導入率（％）

各府省等合計 263 238 90.5

（注）統計調査数は､令和５年12月末現在に回答調査客体数が確定している直近の基幹統計調査及び一般統計調査の数（５年に１度の周
期調査等を含む。）。令和５年12月末現在で既に中止した統計調査であっても､同年中に回答客体数が確定したものについては統計
調査数に含んでいる。

単位：％

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（2019年） （2020年） （2021年） （2022年）

各府省等合計 82.9 88.6 87.7 88.2

 令和５年12月末現在、約９割の統計調査においてオンライン調査が導入されている

（出典）令和５年度統計法施行状況報告



統計種別オンライン調査の回答状況

16

４ オンライン調査の推進

基幹統計調査のオンライン回答率の推移

（注１）各基幹統計調査のオンライン回答率の単純平均。なお､その年の調査を実施していない
調査や､実施されなくても回答数が確定していない調査は､直近調査の値を使用している。

（注２）世帯系調査の令和５年の数値には、一部の都道府県のみにオンライン調査が導入され
た統計調査を含む。

（注３）令和５年から、他計式調査（調査員等が聞き取って記入する調査）で統計調査員等が
オンラインで回答を送信する調査方法も「オンライン調査」として計上。（注１）｢オンライン調査を導入している統計調査数｣は､各府省から報告を受けた単位

（調査周期別､調査系統別等）で集計しているため､前ページの｢オンライン調査導
入統計調査数｣とは一致しない。

（注２）種別は､それぞれ､主な調査客体の属性を記載している。

オンライン調査 オンライン回答率

種別 を導入している 20％未満 20％以上 50％以上 80％以上

統計調査数 50％未満 80％未満

基幹統計調査 63 11 23 15 14

個人・世帯 14 6 6 0 2

事業所・企業 43 5 17 15 6

教育機関 4 0 0 0 4

行政機関 2 0 0 0 2

一般統計調査 254 53 64 54 83

個人・世帯 49 23 15 6 5

事業所・企業 162 30 49 47 36

教育機関 8 0 0 0 8

行政機関 35 0 0 1 34

合計 317 64 87 69 97

令和５年12月末現在

 オンライン調査が導入されている基幹統計調査のオンライン回答率の推移をみると、
企業系調査、世帯系調査とも、おおむね上昇傾向となっている

企業系調査のオンライン回答率（平均値）

世帯系調査のオンライン回答率（平均値）

（注２）

（出典）令和５年度統計法施行状況報告
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４ オンライン調査の推進

基幹統計調査における直近のオンライン回答率の変化の状況

直近のオンライン回答率の変化（注）

0pt未満 0pt以上
5pt未満

5pt以上
10pt未満

10％t以上

企業系調査
経常調査 5 20 6 4

周期調査 0 0 1 5

世帯系調査
経常調査 1 1 1 0

周期調査 0 3 0 4

（注）周期調査（調査周期が１年超の調査）については前回調査、経常調査（同１年以下の調査）については前年調査からの
オンライン回答率の変化幅。前回又は前年調査においてオンライン調査を導入していない又は調査実績がない調査を除く。

 オンライン調査が導入されている基幹統計調査におけるオンライン回答率を直近の
調査と比較したところ、オンライン回答率が向上している調査が多くみられた

（出典）令和５年度統計法施行状況報告



５ 多様な情報源の活用・・・ビッグデータの取組の現状

 ビッグデータについては、POSデータやウェブスクレイピングによるウェブ情
報をはじめとして、人流、交通、人工衛星などのデータの統計作成への利用が
進められており、主に、調査事項の代替・補完や加工統計の作成などに活用さ
れている

 総務省では、具体的な統計への利活用のほか、人流データなどを用いた試行
的研究、公的統計における関係府省の利活用状況の取りまとめ、利活用事例
の提供等により、引き続きビッグデータの利活用を推進

18



５ 多様な情報源の活用・・・公的統計におけるビッグデータの利活用

統計 利用状況 ビッグデータの内容
景気動向指数（毎月：内閣
府加工統計）

統計作成の
一部に利用

・日経商品指数（42種総合）（ (株)日本経済新聞社 ）
・東証株価指数（ (株)東京証券取引所 ）
・長期国債（10年）新発債流通利回り（日本相互証券(株)）
・中小企業売上げ見通しDI（日本政策金融公庫）

国民経済計算（四半期：内
閣府基幹統計）

統計作成の
一部に利用

・有価証券報告書（民間各社財務諸表）等

消費者物価指数（毎月：総
務省基幹統計）

統計作成の
一部に利用

・ＰＯＳデータ（パソコン、カメラ、テレビ等）
・旅行サービスに係るサイト等から価格等を収集（ウェブスクレ

イピング）

農林業センサス 農山村地域
調査（５年：農水省基幹統
計）

調査事項の
一部の代替

・各種施設の位置情報（地図）
・道路ネットワーク情報
・公共交通の時刻表情報

作物統計調査（水稲の作柄
概況調査）（毎月：農水省
基幹統計）

調査事項の
一部の代替

・人工衛星データ（降水量、地表面温度、日射量、植生指数
等）

６次産業化総合調査（毎
年：農水省一般統計調査）

母集団情報
の補正

・生産関連事業所のウェブ情報を収集（ウェブスクレイピング）

商業動態統計調査（毎月：
経産省基幹統計）

調査事項の
一部の代替

・ＰＯＳデータ（家電大型専門店の販売額データ）

設備工事業に係る受注高調
査（毎月：国交省加工統
計）

統計作成に
利用

・（一社）日本電設工業協会の独自情報
・（一社）日本空調衛生工事業協会の独自情報
・（一社）日本計装工業会の独自情報

（出典）令和５年度統計法施行状況報告から総務省が一部抽出 19



５ 多様な情報源の活用・・・ビッグデータの海外の利活用状況

米国
Census Bureau

等

英国
Office for 
National 
Statistics

スウェーデン
Statistics Sweden

オランダ
Statistics 

Netherlands
DaaS Center for 

Big Data

エストニア
Statistics Estonia

ビッグ
データ
の内容

ペイメントカード取
引
新車取引データ
POSデータ
民間事業者の建築
データ
衛星データ等

POSデータ
ウェブスクレイ
ピングデータ
衛星データ
AISデータ等

POSデータ
ウェブスクレイピ
ングデータ
モバイルデータ
オンライン求人
スマートメーター
等

POSデータ、
ウェブスクレイピ
ングデータ
道路センサーデー
タ
ウェブ上のテキス
ト、SNS等

モバイルデータ
民間事業者保有
データ等

利活用 ＜既存統計の補完・
代替＞
GDP、CPI（新車）、
月次小売貿易調査、
非住宅建設支出、建
設業活動実態調査
＜試行＞
CPI、事業設立統計
（従来の月次公表に
加え週次公表を試
行）等

＜既存統計の補
完・代替＞
人口統計、労働
者給与統計、
CPI、水域の推
移推計、輸出財
推計、移動に係
るリアルタイム
推計

＜既存統計の補
完・代替＞
CPI

＜既存統計の補
完・代替＞
CPI、交通混雑頻
度統計

＜試行＞
プラットフォーム
経済統計、Social 
Tension 
Indicator

＜試行＞
e-residents企業
における経済指標、
R&D判定のための
手法開発、付加価
値税申告書の付録
データを基にした
バリューチェーン
モデルの構築等

 諸外国では、CPIへのPOSデータの活用など一部統計での利用も進められているも
のの、試行段階のものもみられる

20
（出典）ビッグデータ等を活⽤した統計作成の推進に向けた調査研究調査報告書、情報通信白書（令和５年度）、米国ミシガン大学

Matthew D. Shapiro教授講演内容、米国 ICSP  The Use of Private Datasets by Federal Statistical Programs,2023



参考資料
４ オンライン調査の推進

オンライン調査に影響を与える事情
オンライン化をとりまく状況
オンライン調査の実施形態
オンライン調査の取組事例
統計委員会の答申より

５ 多様な情報源の活用
行政記録情報やビッグデータ情報の利活用の概要
行政記録情報の利活用の現状
統計委員会の答申より
ビッグデータ・ポータルの概要
ビッグデータの海外の状況 21



22

４ オンライン調査の推進・・・オンライン調査に影響を与える事情

 基幹統計調査における、オンライン回答率向上に対して影響を与える固有の事情と
して各府省から報告のあったもの（主なもの）

・回答者のＰＣ利用率は約４割となっており、回答者におけるＰＣ利用環境が普及して
いない状況にある。

・当該調査の結果における世帯類型については、約３割程度を高齢者世帯が占めており、
オンライン回答率を飛躍的に上げるのは難しい状況にある。なお、高齢者世帯を除いた
場合のオンライン回答率は約５割程度、高齢者世帯のみのオンライン回答率は約１割程
度となっている。

・小規模事業所などではパソコン利用率が低く、記入人数が少ない事業所だと、紙で提
出する方が効率が良い等の理由や、推奨されたセキュリティレベルでないなど、飛躍的
にオンライン回答率を上げるのは難しい状況にある。

・高齢の方が多く、オンライン回答率を飛躍的に上げるのは難しい状況にある。
・調査客体について、65歳以上の経営主の割合が高く、増加傾向にある。
・回答に当たっては、複数の部署、担当者で回答することがあることや、社内稟議の際
に紙の様式が必要になることなどから、紙の調査票のニーズが一定数ありオンラインの
回答率を飛躍的に向上させるのは難しい状況にある。

（出典）令和５年度統計法施行状況報告から総務省が一部抽出
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４ オンライン調査の推進・・・オンライン化をとりまく状況

１ 世帯のインターネット環境

（出典）１は、総務省「通信利用動向調査」
２は、総務省「個人企業経済調査」

２ 個人企業のインターネット環境（令和５年）

平成26年 27年 令和元年28年 29年 30年 ２年 ３年 ４年 ５年

 スマートフォンの世帯保有率は９割を超えているが、パソコンは減少傾向

高齢者（80歳以上）のインターネット利用率は４割程度

 個人企業では、産業によってはパソコンの使用率が３割程度
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４ オンライン調査の推進・・・オンライン調査の実施形態

オンライン
調査導入

統計調査数
政府統計共同

利用システム

各府省の

システム

政府共通ネット

ワーク及び総合

行政ネットワー

ク（LGWAN）を通

じたオンライン

調査

電子メール（民

間事業者が提供

するサービス）

を使用した調査

政府統計共同利

用システム使用

率（％）

府省等合計 238 114 56 20 106 47.9

（注１）統計調査数は、令和５年12月末現在に回答調査客体数が確定している直近の基幹統計調査及び一般統計調査
の数。

（注２）一つの統計調査にオンライン調査の提供機能が複数ある場合、提供機能ごとにそれぞれ１件と計上している
ため、オンライン調査導入統計調査数の内訳を単純合計しても、合計と一致しない。

（注３）各府省のシステムには、各府省独自のシステムのほか、委託により民間事業者のオンライン調査システムを
使用するもの、電子政府の総合窓口（e-Gov）を使用しているものを計上している。

（出典）令和５年度統計法施行状況報告
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４ オンライン調査の推進・・・オンライン調査の取組事例

電子調査票に関連した取組
・調査回答者の利便性向上のため、レスポンシブデザイン（調査回答者が使用するデバイス（パソコン、スマー
トフォン等）の種類にかかわらず、最適化されたレイアウトで画面を表示する機能）の電子調査票を実装した。

・スマートフォン版の電子調査票を導入し、電子調査票の利便性の向上を図った。
・前回オンラインで提出してきた客体には、紙調査票を送付せずオンライン調査票のログイン情報を通知する。

回答方式等に関連した取組
・断続的な記入等への対応（印刷、一時保存機能等の付与）。

調査関係書類等に関連した取組
・調査への協力依頼や封筒、記入要領において、オンライン回答の案内を前面に押し出して記載した。
・調査案内の封筒にナッジ（行動科学の知見に基づく工夫や仕組みによって、人々がより望ましい行動を自発的
に選択するように促す手法）を取り入れた。

オンライン回答を支援する取組
・オンライン回答が困難な報告者への対応としてコールセンターを設置。

その他
・従来、申請のあった事業所のみオンライン回答用ID/PWを発行していたが、新たに調査対象となる事業所すべて

にあらかじめ発行する運用に改めた。
・前回調査のオンライン回答でメールアドレスを登録した客体に対して、メールにて調査依頼を送信。
・調査先から調査票の紛失等による再送付を要望する電話照会に対し、オンライン提出のメリットを説明し、オ
ンライン提出を促した。

■オンライン回答率向上に向けた取組として各府省から報告のあったもの（主なもの）

（出典）令和５年度統計法施行状況報告から総務省が一部抽出



統計委員会による答申を基に作成。（）内は答申日を示す。
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４ オンライン調査の推進・・・統計委員会の答申より

経済センサス-基礎調査及び経済構造実態調査の変更について（令和５年６月16日）
国が民間事業者を活用して全ての調査対象事業所に対して郵送により調査票を配布し、オ
ンライン・郵送調査により調査票を回収。なお、法人については原則オンラインにより実
施
このほか、オンライン回答を推進するため、ⅰ）マクロ機能「有り」の調査票と「無し」
の調査票を用意、ⅱ）ナッジ手法を用いて調査関係書類を作成、ⅲ）システム上における
コミュニケーション機能を活用した疑義照会対応などを実施

農林業センサスの変更について（令和５年８月21日）
農山村地域調査票（農業集落用）による調査について、調査事務を全面的に民間委託し、
原則的に郵送・オンライン調査で行う

全国家計構造調査の変更について（令和５年８月21日）
基本調査及び簡易調査に加え、家計調査世帯特別調査及び個人収支状況調査にもオンライ
ン調査を拡大

港湾調査の変更について（令和５年９月27日）
サイバーポートを用いたオンライン報告を調査方法の一つとして追加

（注）「サイバーポート」とは、民間事業者間の港湾物流手続（港湾物流分野）、港湾管理者の行政手続や調査・統計業務（港湾管
理分野）及び港湾の計画から維持管理までのインフラ情報（港湾インフラ分野）を電子化し、これらをデータ連携により一体的に
取扱うデータプラットフォームを指す。ここでは、港湾管理分野のシステムを指す。



統計委員会による答申を基に作成。（）内は答申日を示す。
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４ オンライン調査の推進・・・統計委員会の答申より

サービス産業動態統計の指定及びサービス産業動態統計調査の承認について（令和５年12月13日）
オンライン調査については、政府統計共同利用システムを用いた方法に加え、独立行政法
人統計センターが実施している企業調査支援事業を活用し、政府統計オンラインサポート
システムを利用した方法を新たに追加

①報告者に対してオンライン回答用のＩＤ・パスワードのみを配布し、希望のあった客体
へのみ紙の調査票を配布することや、②パソコンでの回答が困難な小規模事業所について
は、スマートフォンから回答可能な電子調査票を作成し、報告者のオンライン環境に配慮
した回答環境の整備を行う

作物統計調査の変更について（令和６年３月11日）
水稲以外の作物に係る収穫量調査のうち、農業経営体に対する調査に、オンライン回答を
導入

農業経営統計調査の変更について（令和６年４月17日）
現在用いている独自システムに加え、「政府統計共同利用システム」のオンライン調査シ
ステム（e-Survey）も利用できるようにする

国勢調査の変更について（令和６年10月18日）
オンライン調査システムの機能改善、外国人、視覚障がい者向け機能の実装、「インター
ネット回答依頼書」の工夫等

国民生活基礎調査の変更について（令和６年11月18日）
報告者への案内方法や電子調査票の更なる改善



５ 多様な情報源の活用・・・行政記録情報やビッグデータ情報の利活用の概要

 行政記録情報（地方自治体の情報含む）やビッグデータの統計への利活用については、調査
統計と比べ、①データ提供準備の有無、②統計ニーズに応じた情報収集の企画の有無、③統
計作成側へのデータの提供の有無、④情報の審査・補完の作業がより重いことなどが異な
る

 提供の有無や個別利用かどうか（上記の①、③の規律に関係）によって種別される

統計ニーズに応じ
た情報収集の企画 情報の収集 情報の

審査・補完
統計の
作成

調査統計

行政記録情報・
ビッグデータ

行政記録情報 ビッグデータ
提供の有無 自ら保有する行政記録情報の活用

他者の保有する行政記録情報の提供
他者からの提供のみ

集計利用か
個別利用か

＜集計利用＞
①業務統計の作成～自らの情報の活用
②集計結果の提供～他者の情報の活用

＜個別データの提供＞
③母集団名簿の利用
④調査事項としての利用（調査事項の代替・補完）

他者からのデータ提供が前提

①集計結果の利用～集計結果の提供
②母集団名簿の利用
③調査事項としての利用（調査事項の代替・補完）

プロセスごとの相違

利活用形態の種類

統計作成側
は行わない

重い
作業量
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統計作成側への
データの提供

データ提供準備
データ検証・対象情報
源の特定・提供手続等

（それぞれの目的で収集）



５ 多様な情報源の活用・・・行政記録情報の利活用の現状

 「自らの保有情報の利用（業務統計等）」＞「他者情報の利用」、「母集団情報」＞「調査
事項の代替・補完等への利用」となっており、他者情報では地方自治体の情報が多く、
可能なところから段階的に進捗

件数
e-Statに掲載

415 182

業務統計の作成状況

統計調査数 母集団情報の
整備

調査事項の
代替

欠損値補完、
審査での
活用等

99 80 33 11

行政記録情報等の目的別活用状況

統計調査数
調査実施府省が自
ら保有する行政記
録情報を活用

調査実施府省以外の
府省が保有する行政
記録情報を活用

地方公共団体等が
保有する業務記録

情報を活用

99 54 13 55

行政記録情報等の提供形態別活用状況

（注１）令和５年12月末現在。
（注２）統計調査の件数は、法に基づ

く統計調査の承認単位で計上して
いる。

（注３）内数については、行政記録情
報等の活用形態で１件と計上して
いるため、内数を単純合計しても、
統計調査数と一致しない。

（出典）令和５年度統計法施行状況報告を基に作成
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統計委員会による答申を基に作成。（）内は答申日を示す。
30

５ 多様な情報源の活用・・・統計委員会の答申より

【ビッグデータ】
商業動態統計調査の変更について（令和５年６月16日）
①ＰＯＳデータの管理を網羅的に行っているＰＯＳ収集事業者が存在するなど、ＰＯＳデータから精度
の高い統計作成が可能な環境が整っている丁２調査においてのみ、ＰＯＳデータの活用を実現できてい
るものであること、②丁２調査においても、現状全ての調査対象企業がＰＯＳデータ等を活用して報告
しているわけではなく、なおＰＯＳ収集事業者との調整を要している状況であること等に鑑みて、まず
は丁２調査におけるＰＯＳデータの活用拡大を推進

【行政記録情報】
経済センサス-基礎調査及び経済構造実態調査の変更について（令和５年６月16日）
調査対象範囲の確定に必要な調査対象名簿の整備について、最新の母集団ＤＢの情報に、調査期日（令
和６年６月１日）直前までの行政記録情報（労働保険情報及び商業・法人登記簿情報）及び法人番号公
表サイト情報を反映

作物統計調査の変更について（令和６年３月11日）
地方農政局等の職員及び統計調査員が実測調査の過程で用いる調査票のうち、水田における各種作業時

期（播種期、田植期、出穂期、刈取り期）に関する調査事項については、従前、水田の耕作者から聞き
取りなどにより把握していたが、都道府県等の関係機関においても把握しており、その利用により、調
査対象者の負担軽減及び調査の効率化が図れるため、行政記録情報等を活用

海面漁業生産統計調査の変更について（令和６年８月20日）
行政記録情報等を活用することにより、海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用）におい

て設けている「操業水域」を削除。操業水域別の集計については、行政記録情報等の活用などにより、
従前どおり継続



主に以下の３つの機能を提供中。

ビッグデータ情報

民間企業等が保有する人流データ、POSデー
タ、キャッシュレスデータ等のデータ情報を紹介

データ利活用事例

各府省・地方公共団体・民間企業等における
ビッグデータの利活用事例を紹介

学習コンテンツ

データの利活用に関する学習サイト
やコンテンツを紹介
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公的統計におけるビッグデータの利活用拡大による期待

統計調査の回答負担を軽減
既存の統計では捉えることのできなかった社会経
済の変化をより早く、詳しく、幅広く捕捉

 「ビッグデータ等の利活用推進に関する産官学協議のための連携会議」（平成30年５月～）

 令和４年６月に取りまとめ「ビッグデータの更なる活用の方向性～政策の質の向上を目指して～」

 ビッグデータを活用した取組の成果を公開する場（ビッグデータ・ポータル）を準備することが有益

【背景】

・ビッグデータ利活用の
裾野を拡大
・公的統計におけるビッグ
データ等の利活用を推進

関係者を結びつける
プラットフォーム

【目的】

 ビッグデータ情報・利活用事例等を一元的に提供するポータルサイト
「ビッグデータ・ポータル」を令和５年１月末から試行運用開始

【概要】

５ 多様な情報源の活用・・・ビッグデータ・ポータルの概要

ビッグデータ・ポータルURL: https://www.e-stat.go.jp/bigdataportal/

https://www.e-stat.go.jp/bigdataportal/


５ 多様な情報源の活用・・・ビッグデータの海外の状況

米国 英国 スウェーデン オランダ エストニア
デジタルガ
バメントに
おけるデー
タ利用促進

2019年に連邦政府の
データ使用に関して
「連邦データ戦略」を
策定。

2017年のデジタル経済
法、2020年の国家デー
タ戦略で、統計の効率
的な作成とデータ活用
の促進が目指された

デジタルガバメントの
構築に向け、民間事業
者を巻き込み、官民一
体で取り組む。例えば、
金融事業者がサービス
提供に用いてきたBank 
IDと、国民IDを連携

2018年に掲げた「オラ
ンダ・デジタル化戦
略」の実行のため、
2019年に大規模な投資
を行い、政府機関のデ
ジタル基本インフラを
構築

独立を機に、デジタル
ガバメントの構築に注
力。国民IDで利用でき
るサービスを行政サー
ビス以外の金融事業者
等の民間事業者サービ
スにも拡大。国民IDを
浸透

ビッグデー
タ提供等の
法的根拠等

ビッグデータの提供根
拠となる法令なし

巨大IT企業を多く抱え
る米国では、政府は、
民間部門のデータ利用
の促進に関して強い介
入を行わない一方、公
的部門では連邦・州政
府レベル双方が積極的
な取組

デジタル経済法におい
て、民間事業者が保有
する商用データソース
を含む外部データへの
アクセスを認めている
が、強制力はない

ビッグデータの提供根
拠となる法令なし

2019年に政府機関内で
一度収集したデータの
再収集が禁止され、行
政記録の共有が必須

ビッグデータの提供根
拠となる法令なし

ビッグデータの利活用
に限らず、行政・回答
者の負担を軽減するた
め、既存のデータを利
用し、調査を減らす取
組を行うよう国から要
請

統計法により公的統計
の作成や品質向上を目
的に、行政記録や国や
地方の政府当局・法律
家・民間事業者の活動
により生成されたビッ
グデータ等の利用が認
められている

無償のビッ
グデータ提
供

×（内容に係る主導権
はデータ提供側民間事
業者。当該統計作成以
外の活用は認められて
いない）

△（一部事例で無償） △（一部事例で無償）

×（内容に係る主導権
はデータ提供側民間事
業者。当該統計作成以
外の活用は認められて
いない）

○（統計法がデータを
受領する根拠となり、
データの無償での取得
可能）

（参考）
統計作成の
ための行政
記録のアク
セス

○ ○ ○ ○ ○

 諸外国では、デジタルガバメントの構築の観点も踏まえつつ、各国固有の事情ごとに
ビッグデータが利用されている

 統計作成のため、無償でのデータ利用が図られている事例がある
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（出典）ビッグデータ等を活⽤した統計作成の推進に向けた調査研究調査報告書、情報通信白書（令和５年度）、米国ミシガン大学

Matthew D. Shapiro教授講演内容、米国 ICSP  The Use of Private Datasets by Federal Statistical Programs,2023 （次ベージも同じ）



５ 多様な情報源の活用・・・ビッグデータの海外の状況

米国 英国 スウェーデン オランダ エストニア
プライバ
シーの保
護

目的の達成に必要な最
小限のデータのみを入
手することで対応

標準プロセスに則りプ
ライバシーに関する項
目を削除するとともに、
リスクの評価のため開
示審査委員会の審査を
受ける必要

目的の達成に必要な最
小限のデータのみを入
手することで対応

取得したすべてのデー
タについてデータ保護
影響度評価を実施し、
評価に応じた適切なセ
キュリティ対策を行う

目的の達成に必要な最
小限のデータのみを入
手することで対応

目的の達成に必要な最
小限のデータのみを入
手することで対応

データを保有する企業
が、プライバシー、秘
匿情報に係るリスクの
責任を負う

目的の達成に必要な最
小限のデータのみを入
手することで対応

統計の品
質保証

既存統計や指標、過去
データとの比較を行う
ことで統計の品質を確
認、担保

ビッグデータに関する
知見が蓄積されておら
ず、プロセスの透明性
及び品質を効率的に確
認することは難しいた
め、将来の標準化に向
け今後も継続的な検討
が必須

既存統計や指標、過去
データとの比較を行う
ことで統計の品質を確
認、担保

ビッグデータ等の利活
用事例においても、従
来の公的統計同様、統
計実施規則を活用し、
品質を評価及び担保

既存統計や指標、過去
データとの比較を行う
ことで統計の品質を確
認、担保

既存の統計作成におけ
る品質ガイドラインを
ビッグデータ等の品質
確認に適用拡大するた
め、検討

既存統計や指標、過去
データとの比較を行う
ことで統計の品質を確
認、担保

事例の公開後に外部の
フィードバックを受け
付け、修正。ビッグ
データ等の品質確認、
担保に工数を掛けすぎ
ず、「β版」等の即時
性の高いデータとして
公開することにビッグ
データを利活用する意
義があるという考え方

 諸外国では、プライバシー保護のため、提供データの限定を図るとともに、一定のリスク評価を行
う事例もある

 統計の品質については、既存統計を参考にしながら取り組んでいるものの試行段階と考えられる。
特に、オランダのように公開による外部評価のフィードバックを行う事例もある
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